静岡県診療放射線技師修学資金貸与規則

(趣旨)

第1条　この規則は、県内における診療放射線技師の充足を図るため、静岡県診療放射線技師修学資金(以下「修学資金」という。)を貸与することについて必要な事項を定めるものとする。

(貸与の対象)

第2条　修学資金の貸与を受けることができる者は、診療放射線技師法(昭和26年法律第226号)第20条第1号の規定により文部科学大臣が指定した学校又は厚生労働大臣が指定した診療放射線技師養成所(以下「学校等」という。)に在学する者で、将来県内において診療放射線技師としてその業務に従事しようとするものとする。

(一部改正〔平成13年規則1号〕)

(貸与の方法)

第3条　修学資金は、予算の範囲内において4月から翌年3月まで月額3万円を年間を3期に分けて貸与するものとする。

2　修学資金は、無利息とし、学校等の正規の修業年限を超えては貸与しないものとする。

(貸与の申請)

第4条　修学資金の貸与を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、様式第1号による修学資金貸与申請書に次に掲げる書類を添えて別に定める期日までに知事に提出しなければならない。

(1)　申請者の在学する学校等の在学証明書

(2)　健康診断書

(3)　戸籍抄本

(貸与の決定)

第5条　知事は、前条の規定により申請書の提出があったときは、その内容を審査して貸与の可否を決定し、その旨を申請者に通知するものとする。

(誓約書の提出等)

第6条　前条の規定により修学資金の貸与の決定を受けた者は、連帯保証人を2人立て、様式第2号による誓約書を知事に提出しなければならない。

2　前項の場合において、修学資金の貸与の決定を受けた者が未成年であるときは、連帯保証人のうち1人は、その者の法定代理人でなければならない。

3　修学資金の貸与を受けている者又は受けた者は、連帯保証人が死亡したとき、又は連帯保証人に破産手続開始の決定その他連帯保証人として適当でない理由が生じたときは、直ちに他の連帯保証人を立て、様式第3号による連帯保証人変更届を知事に提出しなければならない。

(一部改正〔平成16年規則68号〕)

(学業成績証明書等の提出)

第7条　修学資金の貸与を受けている者は、学業成績証明書及び健康診断書を毎年5月31日までに知事に提出しなければならない。

(貸与契約の解除等)

第8条　知事は、修学資金の貸与を受けている者が、次の各号のいずれかに該当する場合には、修学資金の貸与契約を解除するものとする。

(1)　退学し、又は退学の処分を受けたとき。

(2)　心身の故障のため修学の見込みがないと認められるとき。

(3)　学業成績が著しく不良であると認められるとき。

(4)　修学資金の貸与を受けることを辞退したとき。

(5)　死亡したとき。

(6)　その他修学資金の貸与の目的を達成する見込みがないと認められるとき。

2　知事は、修学資金の貸与を受けている者が休学し、又は停学の処分を受けたときは、休学し、又は停学の処分を受けた日の属する月の翌月分から復学した日の属する月の分まで修学資金の貸与を行わないものとする。この場合において、これらの月の分として既に貸与された修学資金があるときは、その修学資金は、復学した日の属する月の翌月以降の月の分として貸与されたものとみなす。

3　知事は、次の各号に掲げる者が正当な理由がなくて当該各号に掲げる書類を提出しない場合には、修学資金の貸与を一時保留することができる。

(1)　修学資金の貸与の決定を受けた者　第6条第1項の誓約書

(2)　修学資金の貸与を受けている者　前条の学業成績証明書又は健康診断書

(借用証書の提出)

第9条　修学資金の貸与を受けている者は、前条第1項の規定により修学資金の貸与契約を解除されたとき、又は修学資金の貸与期間が満了したときは、直ちに様式第4号による借用証書を知事に提出しなければならない。

(返還債務の当然免除)

第10条　知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合には、修学資金の返還債務を免除するものとする。

(1)　学校等を卒業した日から2年を経過する日までに診療放射線技師の免許を取得し、当該免許取得後、速やかに県内において診療放射線技師としてその業務に従事した場合において、当該業務に引き続き従事した期間が修学資金の貸与を受けた期間(第8条第2項の規定により貸与が行われなかった期間を除く。以下同じ。)の2分の3に相当する期間に達したとき。

(2)　前号に規定する当該業務に引き続き従事した期間中に業務上の理由により死亡し、又は業務に起因する心身の故障のため業務を継続することができなくなったとき。

2　前項第1号の当該業務に引き続き従事した期間を計算する場合においては、月数によるものとする。この場合において、診療放射線技師としてその業務に従事した日の属する月及び当該業務に従事しなくなった日の属する月は、それぞれ1月として計算するものとする。

(返還債務の裁量免除)

第11条　知事は、修学資金の貸与を受けた者が次の各号のいずれかに該当する場合には、修学資金の返還債務(履行期が到来していないものに限る。以下同じ。)の全部又は一部を免除することができる。

(1)　学校等を卒業した日から2年を経過する日までに診療放射線技師の免許を取得し、当該免許取得後、速やかに県内において診療放射線技師としてその業務に従事した場合において、当該業務に引き続き従事した期間が修学資金の貸与を受けた期間の4分の3に相当する期間を超えるとき。

(2)　死亡、心身の故障その他の特別な理由により貸与を受けた修学資金の返還が困難であると認められるとき。

2　前項第1号の当該業務に引き続き従事した期間を計算する場合においては、前条第2項の規定を準用する。

(返還債務の免除申請)

第12条　第10条第1項又は前条第1項に規定する返還債務の免除を受けようとする者は、様式第5号による修学資金返還債務免除申請書に免除を受けようとする理由を証明する書類を添えて知事に提出しなければならない。

(返還)

第13条　修学資金の貸与を受けている者又は受けた者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、その理由が生じた日の属する月の翌月から起算して修学資金の貸与を受けた期間に相当する期間(第15条の規定により返還債務の履行を猶予されたときは、この期間と当該猶予された期間とを合算した期間)内に、月賦又は半年賦の均等払いで修学資金を返還しなければならない。ただし、繰り上げて返還することを妨げない。

(1)　第8条第1項の規定により修学資金の貸与契約が解除されたとき。

(2)　学校等を卒業した日から2年を経過する日までに診療放射線技師の免許を取得しなかったとき。

(3)　前号に規定する期間内に診療放射線技師の免許を取得した後、速やかに県内においてその業務に従事しなかったとき。

(4)　県内において診療放射線技師としてその業務に従事しなくなったとき。

2　前項の規定により修学資金を返還しなければならない者(第15条の規定により返還債務の履行を猶予されている者を除く。)は、その理由が生じた後、速やかに様式第6号による返還明細書を知事に提出しなければならない。

(違約金)

第14条　修学資金の貸与を受けた者は、前条第1項第2号から第4号までの規定のいずれかに該当するときは、返還すべき額の100分の10に相当する額の違約金を納付しなければならない。

2　前項の違約金は、前条第1項の規定により月賦若しくは半年賦の均等払い又は繰上げの方法で修学資金を返還するときに、返還する額の100分の10に相当する額を納付するものとする。

3　知事は、特別の理由があると認めるときは、違約金の全部又は一部を免除することができる。

4　違約金の免除を受けようとする者は、様式第7号による違約金免除申請書に免除を受けようとする理由を証明する書類を添えて知事に提出しなければならない。

(返還の猶予)

第15条　知事は、修学資金の貸与を受けた者が、次の各号のいずれかに該当する場合には、当該各号に掲げる理由が継続する間、修学資金の返還債務の履行を猶予するものとする。

(1)　第8条第1項の規定により修学資金の貸与契約が解除された場合において引き続き当該学校等に在学しているとき。

(2)　災害、疾病その他やむを得ない理由により修学資金の返還が困難であると認められるとき。

2　修学資金の返還債務の履行の猶予を受けようとする者は、様式第8号による返還猶予申請書に前項各号のいずれかに該当することを証明する書類を添えて知事に提出しなければならない。

(延滞利息)

第16条　修学資金の貸与を受けた者は、正当な理由がなく修学資金を返還すべき日までに返還しなかったときは、当該返還すべき日の翌日から返還した日までの期間の日数に応じ、延滞金額に年10.75パーセントの割合を乗じて計算した額を納付しなければならない。第14条に規定する違約金を納付すべき日までに納付しなかったときも、同様とする。

(届出)

第17条　修学資金の貸与を受けている者又は受けた者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、直ちに当該各号に定める届書を知事に提出しなければならない。

(1)　住所又は氏名を変更したとき。　様式第9号による住所(氏名)変更届

(2)　休学、復学又は退学したとき。　様式第10号による休学(復学、退学)届

(3)　学校等の卒業予定年月が変更になることが明らかになったとき。　様式第11号による卒業予定年月変更届

(4)　停学又は退学の処分を受けたとき。　様式第12号による停学(退学)処分届

(5)　修学資金の貸与を受けることを辞退するとき。　様式第13号による修学資金辞退届

(6)　学校等を卒業したとき。　様式第14号による卒業届

(7)　診療放射線技師の免許を取得したとき。　様式第15号による診療放射線技師免許取得届

(8)　県内において診療放射線技師としてその業務に従事したとき、又は県内において診療放射線技師としてその業務に従事しなくなったとき。　様式第16号による業務開始(廃止)届

(9)　連帯保証人の住所、氏名又は職業に変更があったとき。　様式第17号による連帯保証人住所(氏名、職業)変更届

2　連帯保証人は、修学資金の貸与を受けている者又は受けた者が死亡し、又は失そうの宣告を受けたときは、直ちに、様式第18号による死亡(失そう)届にその事実を証明する書類を添えて知事に提出しなければならない。

附　則

この規則は、公布の日から施行し、平成7年4月1日から適用する。

附　則(平成12年3月31日規則第106号)

1　この規則は、平成12年4月1日から施行する。

2　この規則の施行の際この規則の規定により改正されることとなった改正前の規則の様式(以下「旧様式」という。)により提出されている申請書等は、改正後の当該規則の相当する様式により提出された申請書等とみなす。

3　この規則の施行の際旧様式により作成されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。

附　則(平成13年1月5日規則第1号抄)

1　この規則は、平成13年1月6日から施行する。

附　則(平成16年12月28日規則第68号抄)

1　この規則は、破産法(平成16年法律第75号)の施行の日(平成17年1月1日)から施行する。

附　則(令和元年7月1日規則第4号)

1　この規則は、不正競争防止法等の一部を改正する法律(平成30年法律第33号)の施行の日(令和元年7月1日)から施行する。

2　この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により提出されている申請書等は、改正後のそれぞれの規則の相当する様式により提出された申請書等とみなす。

3　この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。

附　則(令和3年3月26日規則第5号)
1　この規則は、令和3年4月1日から施行する。

2　この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により提出されている申請書等は、改正後のそれぞれの規則の相当する様式により提出された申請書等とみなす。

3　この規則の施行の際現に改正前のそれぞれの規則の様式により作成されている用紙は、当分の間、調整して使用することができる。

